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答 申 書 

 

 

第１ 審査会の結論 

「熊本県県南広域本部長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対し

て行った不動産取得税の賦課決定処分（以下「本件処分」という。）に係る

令和３年（２０２１年）１０月２１日付け審査請求（以下「本件審査請求」

という。）は棄却されるべきである」とする審査庁の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人 

  審査請求人は、○○の土地及びその土地上の建物（以下「本件不動産」と

いう。）の売買契約（以下「本件契約」という。）の締結に当たり、本件契

約の相手方（以下「売主」という。）の親族全員の同意が条件である旨を売

主に再三伝えていた。しかしながら、実際は、売主の実弟が同意していなか

ったのにもかかわらず、そのことを伏せて、同意があったと説明し、審査請

求人を信用させて本件契約を締結したものである。 

  売主の親族全員の同意があることは、本件不動産を買うことの重要な動

機となっており、動機が売主に対して表示され、法律行為の内容となってい

たものである。実弟の同意がないことを知っていれば、当然本件不動産は買

わなかったものであり、本件契約に当たっては、司法書士立会いのもと、売

主の親族全員の同意があることを確認した上で、契約書に署名しているの

であるから、審査請求人に重大な過失は存在しない。 

また、本件契約は、売主からの一方的な申出により合意解除に至ったもの

であり、審査請求人には何ら利益を生じていない。 
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よって、本件契約は条件に違反するものであり、錯誤により無効であるか

ら、本件処分の取消しを求める。 

２ 審査庁 

  審理員意見書のとおり本件処分に違法又は不当な点はなく、本件審査請

求は棄却されるべきである。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 結論 

  本件処分に違法又は不当な点はなく、本件審査請求は棄却されるべきで

ある。 

２ 理由 

（１）民法第９５条の錯誤に該当するかどうかについて 

    審査請求人は、売主の親族全員の同意が条件である旨売主に再三伝え、

売主から親族全員の同意がある旨の説明を受けたことから本件契約を締

結したが、契約締結後に売主から実弟の同意がなかったことを伝えられ

た旨主張している。このことは、民法（明治２９年法律第８９号）第９５

条第１項第２号の「表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその

認識が真実に反する錯誤」に当たると考えることができる。 

  しかしながら、民法第９５条第１項の「取引上の社会通念に照らして重

要なものである」かどうかについて、判例等から判断すれば、売買契約を

締結する場合、所有者以外の者の同意がなくとも審査請求人と売主の売買

契約は成立し、また、親族全員の同意を条件とすることは、審査請求人及

び売主の認識では重要であっても、その種の取引において一般的に共有さ

れている常識とまではいえないと考えられることから、民法第９５条第１

項に基づく意思表示の取消しはできない。 

（２）「不動産の取得」について 

審査請求人による本件不動産の取得が、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号。以下「法」という。）第７３条の２第１項の「不動産の取得」に

該当するかどうかについて、審査請求人が本件不動産に関して何ら利益を
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得ていない場合であっても、本件契約において民法第９５条第１項に基づ

く意思表示の取消しができないとすれば、審査請求人は、一旦本件不動産

を取得したことになると判断できることから、法第７３条の２第１項の

「不動産の取得」に該当する。 

 

第４ 調査審議の経過 

 令和４年（２０２２年） ２月 ８日 審査庁から諮問 

             ３月１０日 第１回審議 

             ３月２２日 第２回審議 

              

第５ 審査会の判断 

１ 本件審査請求に係る審理手続 

  本件審査請求に係る審理手続は、適正に行われたものと認められる。 

２ 本件処分の適法性及び妥当性 

（１）法令等の定めについて 

法第７３条の２第１項では、「不動産取得税は、不動産の取得に対し、

当該不動産所在の道府県において、当該不動産の取得者に課する。」とさ

れている。 

ここにいう「不動産の取得」の意義について、判例によると「不動産取

得税は、いわゆる流通税の一種であり、不動産の取得者が当該不動産によ

り取得しあるいは将来取得するであろう利益に着目して課せられるもの

ではなく、不動産の移転という事実自体に着目して課せられるのをその本

質とするものであることに照らすと、地方税法７３条の２第１項にいう

「不動産の取得」とは、所有権の得喪に関する法律効果の側面からではな

く、その経過的事実に則してとらえた不動産所有権取得の事実をいうもの

と解するのが相当」（最高裁昭和４５年（行ツ）第５４号昭和４８年（１

９７３年）１１月２日）とされている。 

 （２）「不動産の取得」について 

本件不動産に係る登記事項証明書（以下「本件証明書」という。）によ
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ると、審査請求人は、令和３年（２０２１年）３月１１日の売買を原因と

して本件不動産に係る所有権移転登記を行っていることが認められる。そ

の後、令和３年（２０２１年）４月１２日の合意解除を原因として本件不

動産に係る所有権抹消登記が行われ、売主に本件不動産の所有権が回復し

ているという経過的事実に則してみれば、本件不動産の所有権が一旦審査

請求人に移転したことは明らかであり、法第７３条の２第１項の「不動産

の取得」に該当するものといえる。 

この点、審査請求人は、本件契約は錯誤により無効である旨主張するが、

本件証明書においては、所有権抹消登記の原因が「合意解除」とされてお

り、売主からの本件不動産の買い戻しの申出に応じて所有権抹消登記に

至ったという趣旨の審査請求人の主張を考慮すると、双方合意の上で本

件契約が解除されたものと解さざるを得ない。 

また、審査請求人は、本件不動産に関して何ら利益を生じていない旨主

張している。しかしながら、前記（１）の判例によると、不動産取得税は、

不動産の取得者が当該不動産により取得しあるいは将来取得するであろ

う利益に着目して課せられるものではない。 

   以上のことから、本件処分において、審査請求人の不動産の取得が法

第７３条の２第１項の「不動産の取得」に該当するとした処分庁の判断

は、違法又は不当であるとはいえない。 

 ３ 結論 

以上により、本件処分に違法又は不当な点は認められないから、本件審査

請求は棄却されるべきであるとする審査庁の判断は、妥当である。 

 

熊本県行政不服審査会 第２部会 

委 員  大日方 信 春   

委 員  仲 次 利 光   

委 員  中 園 三千代   


